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マンパワー政策研究の意義と本稿の課題

本稿は，日本における公教育の現代的特質を解明する視点から，マンパワー政策lζ!認する考察

を行うものである。しかも，マンパワー政策に関する諸事実自体を対象とするのではなく，マン

パワ一政策に関する諸研究，諸論議を対象とする。その意味で，実証的研究の前提となる，仮説

設定作業としての位置づけをもつものである。

乙乙で，公教育の現代的特質を解明する手段としてマンパワー政策を分析することの意義の第

ーは，それが教育における国家の拡大を招来した重要な契機である乙とである。 1960年代におい

て，マンパワ一政策は福祉国家論と結合するJf;で，教育における国家の機能を量・質両面で拡大

する役割を果たしたほんとくに教育計画において，それは教育lζ対する社会的要請に応えるため

の技術的手段とされ，社会一国家一教育の媒介構造を形成する中心的な原理となった。藤岡貞彦

は， r現代『教育計画J論は， 19出紀以来問われつづけてきたく教育と社会〉・く学校と社会〉
の関係についての 1960年段階における大胆かっ明快な現代教育学のひとつの回答であり， 産業

と経済の要求ーそれは『社会的要請』の衣裳をまとっているーにたいする福祉国家教育のス

トレートな回答だったJ(2)と述べている。ここでの現代「教育計画J論とは，マンパワー理論に基

づく教育計画論lζ外ならないのである。

第二iζ，マンパ》ワ一政策は， 日本社会の「近代化J ないし r~晃代化」を提起し，それに関わる

多くの議論を生んだ、。 r近代化Jr現代化Jを何を指標として捉えるかは議論の別れるところで
あり，その考察自体が本稿の課題の一つで‘あるが，とにかくマンパワー政策が，産業における技

術革新の進展を与{牛として成立したことは間違いない。たとえば乙乙で仮りに，産業化を「近代

化jの特性として選び出すなら(3)，マンパワー政策は戦後日本における教育「近代化jの一段階

を画するものであるといえる。とくに，経済の高度成長による社会的変動と相侯って，教育の「近

代化Jr現代化Jは進展した。マンパワー政策における教育の「近代化」ないし「現代化Jとは
何だったのか，日本の現代公教育を分析する上で，これは避けて通れない問題である。

第三は，現在におけるマンパワー政策論の展開に関するものである。すなわち， 60年代におい
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て，マンパワー政策積極肯定論と全面否定論が，比較的単純な形で対立していたのに対し， 1970 

年代後半以降になると，マンパワー政策の歴史的意義とi浪界を客観的に対象化しようとする論調

も強くなってきた。経済の低成長が続き，行財政改革が進行し，進学率が停滞する， 60年代の高

度成長期とは対照的な今日的状況の中で，あるいはその歴史的高みから，マンパワー政策を対象

化し，総括することの必要性が自覚されてきているほん

また，現在，臨時教育審議会を中心lζ活発に展開されている教育改革論議も，二重の意味で、マ

ンパワ一政策と関っている。第一は，上lζ述べたように，戦後日本の公教育の在り万を総指する

という意味においてであり，第二は，今日的社会状況ないし産業構造における人材開発のための

教育計画策定という意味においてである。とくに後者に関っていえば， 70年代以降マンパワー論

は教育計画の中心的原理としての地位を失い，生涯教育論がそれに代ったといわれている。しか

し，教育に対する人材要請はなくなったわけではなく，重化学工業化中心の60年代とは違った，

今日的な技術革新に対応した人材の養成が求められていることは明らかである。専門的知識・技

術の修得について，企業内訓練が重視されているとはいっても(5)， i社会的要請JI乙対応した高

等教育機関の「多様化・個性化」が強調されるように(6)，現在においてもマンパワ一政策への期

待はけっして小さくない。その意味で、マンパワー政策は， 60年代という歴史的に短い時期に隆盛

した特異な現象としてではなく，現代公教育の社会的機能に関わる根本的問題として分析されね

ばならないといえる。

以上のような基本的認識から以下ではマンパワー政策ないしマンパワー理論に関する諸論を

整理し，分析，検討する。具体的には，マンパワー政策論を大きく二つに分類し，検討するo 511 

ーは，教育計画論ないし教育経済学の立場からの議論であり， 60年代のマンパワー理論が現在ど

のように反省され，どのような方向に転換されようとしているかを考察する。第二は，教育政策

論ないし公教育論からのマンパワー政策批判であり， 60年代当時マンパワー政策はどのように批

判され，現在それがどのように捉え返されねばならないかについて考察する。上述のことからも

解かるように，そこで解明されるべきは，マンパワー政策をインパクトとして形成された社会一

層家一教育の関係構造はどのような特質を有していたか，マンパワ一政策における「近代化Jな

いし「現代化jとは何か，といった点である。換言すれば，本稿で、マンパワー政策論の検討を通

じて考察するのは，現代公教育における国家の構造と機能 (1公」と「私J)の関係であり，その

歴史的形成の構造である。

E マンパワー理論の特質と問題点、

(1 ) マンパワー理論の「間構造j的世界観

1960年代にマンパワー理論の精徹化とその技術開発を課題とした論者の中で，その後，マン

パワー理論に対して最も体系的な批判ないし反省を加えているのは，天野郁夫である。その批

判の焦点は，マンパワー理論が前提としている世界観に置かれている。
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天野は，教育計画のーアプローチとしてのマンパワー理論=人材需要方式の技術的構造を次

のようにまとめている。すなわち， 1-①(多くの場合経済計画lζ示された)未来のある時点に

おける GNPの予測値の設定。②各産業部門知jの生産高の設定。③その達成に必要とされる労

働力の予測。④労働力の職業別構成の予測。⑤職業55IJiCみた労働力の学歴水準55IJ構成の予jnlJ。

①学歴水準月IJの労働力需要の充足を目標値とする教育計画の立案Jである(7)。そして，乙のマ

ンパワ-rm論の前提とする世界を 1-'制構造」ないし「硬構造」の世ー界と規定し，費用-収益方

式の i柔構造Jの世界と対比させている(8)。

マンパワー理論では，技術変化や人材開の代替可能性が無視され，職業と学歴との対応関係

がI;~l定化されている。これが天野のいう「向IJ構造 j の泣界の特質である，といえる。乙の認識

に基づいて天野は， 1-くマス〉高等教育lζ要求される構造的特質が，多様性・適応性・弾力性・

可変性・代替性であるとすれば，それは高等教育システムのく柔構造〉化を意味する。 60年代

の教育計画の失敗は，乙うした高等教育の局面移行に適応的な方向での，教育システム改革の

失敗でもあったj(9)と述べている口

乙のように，マンパワー理論が固定的な il神j構造」の世界像を前提とし，それが急激な技術

革新(それに伴う産業構造・職業構造の変化)と教育の量的拡大という事態に対し不適合であ

ったことは， ト分i里併できる(10)。学校教育の多様化政策に対する批判は，乙の視点lζ立つもの

ということもできる。

しかし，より問題なのは，乙のマンパワー理論が， 60年代において何故支持されたか，とい

う点で・ある。天野はそれを， i一義的に数量化された教育計画の自標値を導き出す『工学』的

な工!日明さと， r決定論J的で『父権主義J的な性格のためである j(11)としている。しかし，先
の出界像の問題との関係からすれば，近藤博之の次の指摘は重要である。すなわち，費用ー収

益万式においては「投入された資源が卒業生を通じて回収されるまでのあいだに労働市場の状

態が現在と同じである保証はないj，それに対し「経済計画と歩調を合わせた人材需要方式

(manpower requirement approach)の方が，たとえ非論理的であると批判されても，時間的

要素を統制している点で実際的な強みをもってきたJというのであるむ払

すなわち， ¥時間的要素を考慮に入れれば，費用ー収益方式は国家にとってもまた教育を受け

る側にとってもリスクは大きくなる。マンパワー理論は，経済計画と結合し， i捌構造j的教

育システムを形成する乙とで，このリスクを低下させる役割を果たすことになる。マンパワ一

政策は，個人の選択範囲は狭くするが(13)，一方将来K対するリスクも低下させる，あるいは少

なくとも心理的にそのリスクを低く見積らせる効果をもつのである。また，乙の乙とと関って，

重化学工業化という経済計画の自標が比較的明確で:あり，技術革新においても導入技術の割合

の高かった 1960年代の状況は，将来の労働力構成を予測する上で，マンパワー理論にとって

有利であったといえようむ仏

1960年代のマンパワー政策は，マンパワー理論のもつ「剛構造j的弱点を，一つは相つぐ経
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済計画の策定と修正lとより，また一つは政策の実施過程において教育に対する私的需要への譲

歩ないし適応により，補っていたということができる。

(2) マンパワー理論における公一私関係

マンパワー理論が産業界からの人材需要を教育lζ対する「社会的要請Jとして規定し，その

充足を教育計画の目標とするものであったことは，改めて説明するまでもない。ここで問題と

するのは，その社会的要請が，教育を受ける側からの教育需要，すなわち教育児対する私的需

要とどのような位置関係にあるか，という点である。 1960年代の教育政策を歴史的に検討する

場合，後に触れるようにマンパワー政策を重視し， I教育爆発jとそれに伴う教育ーの諸問題の

j京i還をマンパワ一政策に帰する見方が一方にある。それに対し，教育経済学あるいは教育計画

論の立場からは，教育lζ対する私的需要の増大を重視し，その圧力によりマンパワ一政策は破

綻し，政策としての実効性をあまりもたなかったとする論が多い。

たとえば正村公宏が， Iこうした『全体』主義の方法論(r国家Jあるいは『社会Jの観点
から，教育を手段と考え，個人はこの手段によって動員されるべき素材あるいは対象と考える

という方法一引用者註〉は，現実には， r私的』動機lζ主導される『教育爆発』によって押
し流されていくことになったように思われますJ(15)と述べているのは，その端的な例である。

そして， 1司様の見解は，天野郁夫(16)，市)111沼午(1札清水義弘同にも共通している。

しかし，社会的要請と私的需要の位置関係をどう捉えるかについては，論者による相違があ

る。まず天野の捉え方は，二義的である。第ーに天野は， 1960年代の教育計画を， I-j省大する

進学者を，経済成長に戦略的重要性をもっ人材の養成部門へとく水路づけ〉する方向で，展開

されてきた」とし(19)，マンパワー政策の役割を私的需要のく水路づ、け〉として把握している。

しかし第二 ~L，増大する国民の教育要求が「しばしば経済のマンパワー需要のそれとは巽った

学卒者群を生み出し，産業はその学歴構成の変化(高度化〉に対応した職業構造の編成を迫ら

れるという，マンパワー需要方式の基本的な理論的前提とまったく逆の状況が進行しつつあ

る」ωとも述べている。マンパワー政策のく水路づ、け〉機能が，増大する私的需要と調和し切
れなくなったと捉えるところに，後者の見方が成立するのであり，先にみた教育システムのく柔

構造〉化の必要性認識も，この流れに位置づくといえよう。

ilJ)11も基本的にこの天野の捉え方を共有しているといえるが，次の二点において特色をもっ

ている。すなわち第ーに， I人材需要に対しては国が中心となって主に公共部門において供給

を図ってきたのに対し，社会需要に対しては義務教育を除いては主に民間部門における供給に

委ねてきた」とする点である。そして第二 ~L ， 1人材需要の充足は教育に対する公共投資を増

大させるための口実として役立てられJ， Iそれが社会需要を刺激する契機となったJとする

点であるい)。

また，乙の両者が増大した私的教育需要lζ対するマンパワー理論の限界を認めているといえ

るのに対し，清水義弘は「新しいマンパワー計画」の必要性を指摘している。 1-新しいマンパ
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ワ一計画」は. Iムード的な大衆化路線や高学燈化の教育需要lζ応ずるものではなjく， I中

央人材にもまして地方人材を育成することを呂的とするものであるjというのである凶。

ところで，乙乙で整理してきた問題は，産業からの人材需要=社会的要請=I公j的意思と

する，マンパワー理論の理論構成がまねく「公jと「私Jの緊張関係の問題であり，それをい

かにして解消するかの問題である。マンパワー理論発展の当初は，マンパワー政策による経済

社会の発展=国民的福祉の向上旬)という福祉国家論的図式によって，マンパワー理論の内部に

おいては，乙の緊張関係は必ずしも自覚されなかったといえよう。では，乙の緊張関係を顕在

化させた要因は何か。教育児対する私的需要の爆発的増大もさる ζ とながら，基本的には，国

民が社会全体の経済発展から期待する利益と，学校教育から期待する利益は異っているという

要民があると思われる。しかもこの相巽は二重である。つまり，第ーに学校教育から期待され

る利益は物質的あるいは経済的利益に限られないという点であり，第二lと，愚民が学校教育lζ

期待する利益は，必ずしも社会全体の利益ではなく，個人に関わる私的利益たる点である。

マンパワー政策においては，教育計画の策定において人材需要=1公J的意思という図式を

堅持する一方，その実施過程において公一私緊張関係の解消が図られてきたといえる。上でみ

たく水路づ、け〉あるいは公共部!ヨIJと民間部門の役割分担がそれである。また清水の場合，それ

を中央一地方の役割分担によって図ろうとしているといえる。しかし，上に述べた問題性から

して，本質的な解決は，教育政策ないし教育計画における「公jの変容以外にあり得ないとい

えよう凶。

(3) マンパワー政策の経済効果の不明確さ

1960年代において，マンパワー理論をはじめ，教育投資論，教育計画が隆盛する契機となっ

たのは，経済発展における労働力の質的向上の効果に対する認識である。そして各職業に対応

した労働力の質を，学校教育児おいて形成，向上させる，というのがマンパワー理論の基礎に

ある考え方である。しかし，このマンパワー理論の仮説は，現実において承認されているので

あろうか。確かに，経済発震におけるマンパワー政策の効果を全面的に否定するのは現実的で

はないし，現lζ最近でもその効果を高く評価する議論もある制。しかし，その後の教育経済学

の発展をみても，マンパワー政策が経済発展にもたらす効果は，当初考えられたほど大きくは

ない，というのが一般的な理解であると思われる。

岩内亮ーは，すでに 1968年において，戦後の日本では，経済発展に対する学校教育の貢献度

はきわめて低い乙とを指摘し，その乙とは， I日本の高度成長の要因としての学校教育に対す

るこれまでの過大な評価を修正する ζ とを余儀なくさせるものであるとともに，学校教育の労

働力形成作用と経済発展の関連についての方法論的吟味の必要性を喚起するものであるjと述

べている例。学校教育の経済的効果の計測技法自体が必ずしも確定されていないこともあり，

安易な断定は避けねばならないが，少なくとも，マンパワー理論の仮説が現実に疑問とされ得

るものである乙とは確かであるといえよう。
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また，教育経済学の発展においては，スクリーニング仮説の登場が，マンパワー理論に対す

る大きな疑問を投げかけた。スクリーニング仮説とは， I教育，とくに学校教育が，修了者の

生産的技能を高めるというよりは，その潜在的能力を選別する効果に重要な意味を認める」も

のである例。日本のようι，学歴主義が「学校歴J主義としての性格を強くもつ社会では，学

校教育のスクリーニング機能は，より大きな役割を果たしていると考えられる。また高等教育

の大衆化によって，産業界は学校教育のスクリーニング機能に期待し， 1-潜在能力を有する人

材を採用し，専門的な知識や技術は採用後，企業内教育訓練によって身につけさせるのが，一

般的な慣行となったJ~8) ともいわれる。

このように，マンパワー政策の経済効果は不舵定である倒。しかし， 60年代においては現実

に高度成長が実現したことにより，この問題は顕在化しなかったと考えられる。あるいは，マ

ンパワ一政策が高度成長をもたらす一要因となったのではなく，高度成長が教育lζ対する[~家

の積極的な投資とマンパワー政策を可能にしたともいえよう。また先にも述べたように，当時

の日本における技術革新において導入技術の割合が大きかったことは，技術革新を見通したよ

り効果的な人材養成という点で有利な条件であった。しかし，高度成長が終わり，技術的な面

での日本のキャッチアップが達成されるにつれて，これらマンパワー理論にとっての有利な条

件はなくなり，その問題性が明らかになってきたといえよう。

さて以上では，マンパワー浬論の特質を，その基本的世界像，政治的性格，経済的効果とい

う三点に亙って明らかにしてきた。そしてこれらは，教育経済学ないし教育計両論の立場から

の見解であり，いわばマンパワー理論の内部的反省という性格のものであった。次に，いわば

外部から見た，マンパワー理論，マンパワー政策の意義と問題点について検討を加えることに

したい。

霊 マンパワー政策批判の論理

(1) I能力主義J批判

マンパワ一政策は，それが政策の表舞台に現れた当初から多くの批判を受けたばかりでなく，

その後も，戦後の教育政策史を論じる中で批判的に検討されてきている。ここではそれを「能

力主義j批判， I近代化論J批判， I福祉国家論」批判の三点において整理し，マンパワー政

策がどのような視角から批判され，その本質がどのように捉えられているかを明らかにする。

その際， I可じマンパワー政策批判でも，論者によって批判の論理の異なることに留意し，その

相異をも検討することを通じて，マンパワー政策研究の課題と視点を明確化したいと考える。

さて，第一点、の「能力主義J批判であるが，それはマンパワー政策がハイタレント・マンパ

ワーの養成を核として，要請される労働力構成に対応して学校教育の多様化を図ることに対す

るものである。ただし，この「能力主義j批判は，単l乙教育における能力主義批判というに留

らず，独占資本主義の労働力対策批判，あるいはそれを通じての階級支配に対する批判と一体
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となっている帥。また， I能力主義jが学歴主義や年功序列制度，終身雇用制度を否定する，

あるいはその幣害を是正するものとして提起された乙とに対する批判も行われた。たとえば高

浜介二は， I ~能力発揮 J といっても， ~管理された企業共同体 J における配置によって違っ

たf能力発揮Jであり，新しい経営秩序のなかでの，労働力流動化をはかりながら，労働力の

階層的再編成へむけての，その枠に自らはめていくための『能力発揮Jとなってしまう。それ

は，能力発揮ではなく， ~能力限定 J への道で、あろう J と批判した (31) 。

したがって，乙こでの「能力主義J批判には，二つの論点が二重になっているということが

出来る。第ーに，教育独自の問題としての「能力Jの問題であり(32)，第二に，労働力の資本主

義的階層化の問題である倒。

と乙ろで，この!一能力主義Jの対抗車IlJとして提起されたのが， 1全国発達J要求であったが，

その概念白体のi慶味さは措くとしても，その論理構成については，二つの問題点を指摘し得る。

第一は.60年代の高校全入運動=I全面発達J要求とする論理であり凶，第二は，その担い手

たる労働者階級を一枚岩的なものと把握し，それと「国民」をほぼ同一視する論理である倒。

乙の資本対労働者(=国民〉という単純な図式の上に，後者を全面的に肯定する乙とによって，

実はヒで指摘した「能力主義」批判の二つの論点が繋っているといえるが，しかし，乙のこと

によって所謂進学競争や能力主義競争の実態が，見えにくくなっているのではあるまいか。「能

力主義 lは，単lζ国民lζ外{JlIJから押しつけられたば、かりでなく，国民の{WJIζ内在化していた論

出として，批判と検討の対象にされる必要があるといえよう (36)。

(2) I近代化論j批判

マンパワ一政策においては，日本社会の「近代化Jが盛んに強調された。それは所謂産業構

j告の近代化を基本とするものであったが，そこから，先にも触れたように， 1-能力主義jの徹

底による雇用制度の近代化，あるいは労使関係の近代化，そして教育の近代化が提起されたの

であった例。またそれとともに，日本を後進国近代化のモデルケースとする議論も盛んに行わ

れた。乙の「近代化論Jの本質が何であり，どのような問題を含むものであるかについては，

三つの論理]が識別できる。各々について，整理，検討しよう。

第一は，マンパワ一政策と，政府による愛国心教育，国防教育，道徳教育の強調を同根のも

のとして， I近代化論Jの本質を反動化として把握するものである。その端的な例は横田三

郎にみる乙とができる。横田はその教育反動を，① i~共産主義の脅威 j IC対処しつつ，内外

市場で最大限の儲けを獲得するために，資本lζ忠実で有能な人的資源をJ確保しようとするこ

と，②それが「国家総動員体制」であること，①その方法が!うまくいくものは何でも利用す

るというプラグマテイズムの方法である」乙と，④「近代主義と民族主義および軍国主義の結

合体Jである「新しい国民意識Jを据えようとしていること，として捉えている倒。

それに対して第二の批判は，当時の教育政策の二面性を識別するものである。久保義三はそ

れを， 1-マンパワー・ポ 1)シーと愛国心，道徳教育とを巧妙に結びつけるという日本的方式j倒
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と表現している。さらに海老原治善は，それを文部省内における「荒木，内藤Iζ代表される反

知性，教育統制弾圧係Jと「小林，天城氏らを中心Jとした「マンパワーポリシ一派」による

「教育政策の二側面Jと分析している倒。そして海老原の場合特徴的なのは，マンパワー政策

における「教育近代化論Jを「産業別合理化政策の総仕上げjと捉え担1)，それを戦前とくに

1930年代からの，国家独占資本主義の形成，発展と連続して位置づけていることである担当。海

老原の場合， I近代化」は「能力主義jと同様，資本主義的合理化とIl皆級支配のためのイデオ

ロギーに外ならないといえよう。

第三は，持田栄ーの議論であるが，そこには独自の公教育論が基離となっている。それは，

教育基本法を基礎とする戦後日本の公教育体制を，絶対主義的性格を残した「近代公教育体制!

と規定し，そ乙から日本においては公教育体制の「近代化Jと「現代化jが同時に提起される，

とする考え方である担3。そこからマンパワー政策については，次の二つの論点が示される。第

一は，マンパワー政策は本来近代的性格をもつものであるが，日本の場合，そこに前近代的要

素が残存しているとする点であり住4)，第二は，そのような体制の中においても， I勤労者階級

の教育要求を投影しJ近代公教育の構造を「現代化し，改良することが可能である!とする点

である倒。

また，佐藤興文は， 1-産業資本主義の連続出〕な発展期lと照応し，個の権利と自由競争を指標

とするJI近代化J概念と， Iその発展の連続性が失われその再編成つまり独占形成がすすむ

時期に対応し，国家的規模の管理?と組織化を主軸とする Jf合理化J概念を用いて， I合j型化j

運動の累積のうえに「近代化jが行われようとする，マンパワ一政策の「転倒したJIIN序Jを指

摘している刷。乙の「近代化J概念は持田のそれとほぼ同じといえるが，持田が「現代化 IIζ 

よって「勤労者階級jの要求実現と近代公教育体制の「改良Jを示すのに対し，佐藤の[合間

化Jは，国家独占資本主義的組織化を意味している J点で巽っている。

と乙ろで，持出と佐藤の議論は，先の二つの議論とは違って，日本における近代化の二重構

造ともいうべきものを把握している点で重要である。しかも，マンパワ一政策が国家独占資本

主義段階に対応するものであるとすれば，マンパワー政策自体が近代公教育体制の構造を変え

るものであると位置づけられよう臼方。確かに「近代化論Jが喧伝された乙とは，マンパワー政

策の階級的性格を隠蔽する役割を果たしたといえるかもしれない。しかしその乙とと，マンパ3

ワ一政策による「近代化Jは， }3IJの問題として論じられる乙とが必要である。

また，マンパワー政策が提起した「近代化Jが，その後の社会変動，教育変動において，ど

う実現したのか， しなかったのか，それが実証的に確かめられる必要がある。 上で見たように，

従来の研究では， I近代化論jの検討，批判であっても， I近代化Jのそれにはなっていない

ように思われるのである。

(3) i福祉国家論j批判

マンパワー政策においては，上の「近代化論Jとともに， I福祉国家論jが唱えられた口
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「福祉国家論Jle関しでも，それを単に階級支配を隠蔽するイデオロギーとして斥ける考え方

もあるが， しかしそれは，現代国家における|公共性Jないし公一私関係の問題として把握さ

れねばならないといえよう。 IIでみたように，マンパワー政策では l公」と「私jの緊張関係

が形成されるが， r福祉国家論は政治的レベノレで、公事，私事の矛盾を止揚する役割を与えられ
るJ闘のであり，問題はいわばその止揚の在り方をどう把握するかである。

海老原治善は， i福祉国家論」を「支配イデオロギ-Jと規定しながら， !-すべてこの支配

イデオロギーが現象的に社会公共性を反映して萱場するj乙と，また「中等教育の充実や高等

教育重視という形式的にみれば異論のない事実が何故現体制下でも生まれてくるかJ同という

j誌に注意を{足している(傍点引用者)0 i福祉国家」のf社会公共性jは現象的，形式的であり，

その実質は i支配Jにあるというわけである。

これに対し持田栄ーは，資本主義社会における国家機能が「政治の階級的性格を担うととも

iと一面単純にして技術的な管理機能つまり社会の組織化機能jをもつことを指摘し，そこから

l平和的手段によるその構造の改良の可能性がつねにみられjる刷，と所講構造改革の立場lζ

立っていた。しかし，その後持田は， 1960年代は「国民の教育をうける権利をより実質化した

形で保障する乙とを名呂として近代公教育が一部改良されながらも拡充され，教育=労働力商

品の形成がより効率的な形で、国家によって保障されるようになる時期でもあったJ(1)と述べる

ようになる(傍点引用者)0

ところで， !福祉国家」の「公共性Jが「現象的J1-形式的Jあるいは「名目」であるとは，

どのような意味なのか。マンパワー政策に却して考えるなら， 1-福祉国家Jは三つの要因によ

って成立すると考えられる。すなわち，第一iζ，拡大した国家機構による社会的諸要因の統合

( I公jの形成)であり，第二に，その国家機構による積極的な政策の実施(I公」の実現)で

あり，第三に，それらを支える経済的基盤としての経済成長である。先にもみたように，マン

パワー政策において「公Jleよって担われた「社会的要請jとは，産業による人材需要であり，

それが政策の実施過程において，教育i乙対する私的需要によって修正され，あるいはそれとの

妥協が凶られるといった構造があった。その意味で， 1960年代は「公jの拡大の時期であると

ともに， i私Jの拡大，確立の時期でもあった。しかも， 1私jの拡大，確立は，単に量的な

意味ばかりでなく， 1一国民の教育権Jの自覚による質的深まりを伴うものであった。乙の「公J

と「私Jの双方が，高度経済成長という基盤の上に立っていた，というのが60年代の状況であ

ったといえよう。

さてそこで，持団や海老原が「福祉国家jの「公共性JIζ関して問題にしたのは，何だった

のか。 i公Jと「私」の分立ないし対立自体が問題だったのか，それともそれを前提とした上

での， I公Jの歪みが問題だったのか。マンパワ一政策については，まず，後者が問題とされ

ねばならないであろう。そこでは，経済成長=国民福祉の向上という論理の上に，産業の人材

需要=教育における「公J的意思という図式が成立したし，また教育計画の技術性ないし科学
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性という論理がそれを補強したといえる。そこでの「公Jの実質，科学性の実態が検討されね

ばならず，その上で， I公jと「私jの分lLそれ自体が問題とされるべきといえよう(後者は，

明らかにマンパワー政策論の範囲を超えているが)。持rnにしても海老原にしても，この二つの
問題の区別が明確でないのである。マンパワー政策の形成過程における l公Jの実質と，その

実施過程における「公jと「私 jのせめさあいが，具体的に明らかにされる必要があるといえ

よう52)0

IV マンパワー政策における公教育の現代的特質

以上，二つの立場からのマンパワー政策論を整理・検討してきた。最後に，それらを踏まえて，

マンパワー政策にみられる，公教育の現代的特質について考察する。

19世紀後半に各国で成立した近代公教育体制に共通する本裳的機能を，経済面における労働力

形成と政治面における国民形成として理解するなら，マンパワ一政策は，前者の現代的形態とし

て位置づけられる。マンパワー政策は，経済計画によって量，質両面において予測された労働力

を，教育計画による量的調整と質的多様化を通じて，形成，供給するものである。その現代的特

質は，基本的にはそ乙における国家の機能という点に示されるが，それは次のような論理的順序

で捉えられる。まずそれは，ケインズ政策による，経済活動における国家の役割J広大であり，日

本の場合，池田内閣の積極主義によって飛躍的に進展し，佐藤内閣に継承された。この基擦のょ

に，マンパワー政策は，労働力政策を接点として経済政策と教育政策を連動させ，国家によって

経済と教育を機能的に結合するものであった。そして，この乙とを契機として，公教育体制にお

ける国家の役割jが， [科学的技術jによる教育の量，質両面での操作と，教育への積極投資とい

う形で拡大したのである。

このような公教育体制の特質は，福祉国家公教育体制として把握され得るものであり，近代公

教育体制の現代化と位置づけられる。ただ，日本の場合，近代化という面での経済と政治の版行

現象ともいうべきものがみられる。経済と教育との機能的関係が，国家の組織化作用により i合

理化JI科学化jされる一方，政治と教育との機能的関係，すなわち公教育による国民形成は，

毘防教育，愛国心教育という，保守派反動イデオロギーを顕わにする形で、提起された。しかし，

乙の反動性は，マンパワー政策lζ内在的なものではない。擁かに，高度経済成長とマンパワ一政

策の展開に伴い，私的教育需要が増大し，教育の私事性に対する自覚が高まるに従って，国j史的

統合の必要性から，教育lζ対するイデオロギー的要請が強調された面はある。つまり，この点l仁

マンパワー政策と反動的教育統制が同時進行する一定の必然性はあったのであるが， しかしそれ

故にマンパワー政策自体を反動的とする理由はない。

ここで，高度経済成長とマンパワー政策の関係を改めて問l¥返すなら，マンパワ一政策が高度

成長の要因になった面があると同時に，逆l乙i高度成長がマンパワ一政策を可能にした函も大きい。

相継ぐ成長型経済計画の策定と積極的経済政策の実施(マンパワ一政策もその一環といえる)は，
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国民の所得や生活水準を向上させ，またその向上への期待を形成した。乙のことは，進学に対す

る経済的余裕を生むとともに，学歴主義を背景とした社会における上昇移動への期待を高め，こ

の経済的，社会意識的要因から，教育に対する私的需要が増大したと考えられる。そして，乙の

私的需要との緊張関係を字みながらも，それをうまく吸収する形でマンパワー政策は展開された。

高度経済成長とマンパワー政策そして私的教育需要によるこのようなサイクルの拡大再生産こそ，

1960年代における日本の公教育の特質として指摘できる。

ところで，先にも触れたように， 60年代から70年代初めにかけては，先進科学技術の導入によ

る重化学工業化(それによる国民所得の向上)という政策目標が明確であり，国民的合意の得や

すい状態にあった。乙れは， 70年代以後，とくに盛んな教育改革論議にも拘らずその基本的方向

すら必ずしも明確でない今呂の状況と対象的である。マンパワ一政策と関っていえば，その経済

的効果の問題ばかりでなく， 70年代以降の社会変動の中で，経済・社会的な将来像が不鮮明にな

ってきた乙とが指摘できる。

高度成長期から低成長期への転換に伴って，①第三次産業の拡大と知識集約産業化(情報化，

ソフトイヒ)，②科学技術面での日本のキャッチ・アップと国際的政治・経済における日本への役

害IJM待の拡大(国際化)，①財政の逼迫と行財政改革の進行，④国民の「中流J化とその鷲的多

様化(I分衆Jの誕生， コンサマトリーな価値観)，等の経済・社会的変動がみられた。乙れらは，

明らかに「悶IJ構造J的世界像に支えられた，マンパワー政策の転換を迫るものであった。事実，

70年代に入り，学校教育における能力主義的弊害(落ちこぼれ，非行)が顕在化する中で，マン

パワー論は教育計画の原理としての地位を失い，生涯教育論を中核として，個人のニーズに適応

した教育機会の提供，教育の人間化が歯られてきた。 60年代の量的拡大に対して，それが教育の

質的充実ともいわれることは周知である。

基本的lとは，以上の動向が現在の教育改革論議lζ繋っているということができる。確かにそこ

では，マンパワー論は教育改革の原理として明確な形をとっては現れてこない。しかし，今日の

産業構造花対応して，創造性と国際性を備えた人材が要請され，学校教育におけるその養成が課

題とされている乙とは，臨時教青審議会の第一次答申や審議経過を見れば明らかである。そ乙で

問題となっているのは，教育の人間化や生涯教育化の要請及び財政効率化の要請と，この今日的

マンパワー要請をいかに調整するかという点である。所謂自由化論は，経済・社会の将来像の不

鮮明さを背景とした，乙れらの要請の間の調整の因難さを，市場原理によって切り抜けようとす

るものであるといえる。

マンパワー政策は，公教育における労働力形成の現代的形態として， I剛構造j的特質をもっ

た教育計画の中核的原理から，より「柔構造j的な，教育計画の一翼を担う原理へと修正されよ

うとしている。それが内包している「能力主義j的問題性と，公一私関係の緊張を， トータルな

教育政策の中で，すなわち公教育体制の今日的形成においていかに解決するか。それが教育改革

の根本問題であると同時R.:，その解決の可能性と方向性を探究する乙とが，今日の教育政策論の
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中心課題である。

註

(1) 持田栄ーは， 11960年代は経済政策の上では，日本資本主義が国家独占資本主義としてその体

告IJを整える時期であるが，これに対応して，教育政策においては，教育計画の策定と実施が政策

の日程にのぼり，福祉国家教育論を全面展開する乙とが課題として提註される時期である。そし

て，それは，国民の教育をうける権利をより実質化した形で保障することを名目として近代公教

育が一部改良されながらも拡充され，教育=労働力商品の形成がより効率 1:1守なJf~で国家によって

保障されるようになる時期でもあった。」としている。

持田栄一『教育行政学序説(著作集6)J] 明治図書 1979 296-7頁

(2) 藤岡貞彦 f教育の計画化』 総合労働研究所 1977 3頁

(3) 村上泰亮は，近代化概念託ついて「何よりも『産業化Jl( industrial1zation)を中軸的特性とし

て選び出すべきだろうJとし，近代化の過程とは， 1産業化の最低限の要請と前産業社会の伝統

とが，不断の相克とそして相互適応をくり返す過程であるJと規定している。

村上泰亮『新中間大衆の時代J 中央公論社 1984 14-5頁

(4) 久富善之が「当時の (60年代の一引用者註)r教育計画J論が， r政策科学Jと称してこの社
会的実験の中枢lζ位置を占めた以上，そこ iζ結果した現実の全体について，意関した結果，意図

せざる結果にかかわらず，その歴史的・社会的発生要因の連関についての精密な検討が，求めら

れている jとしているのは，典型的な例である。

久富善之『現代教育の社会過程分析』 労働旬報社 1985 237頁

(5) 市川昭午「現代日本の教育政策」 新堀通也ほか編『日本教育の力学』 有信堂高文社

1983 27頁

(6) 臨時教育審議会『教育改革に関する第一次答申Jl 1985 第二部の 3

(7) 天野郁夫「教育計画の諸問題j 日本教育社会学会編『教育社会学の展開』 東洋館出版

1972 (a) 100頁

(8) 天野は，下表の左側の世界を「翻構造」の，右側の世界を「柔構造」の世界としている(天野

向上論文 105，108頁)。
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2つの「世界j後

人材需要方式 費用 収益方式

①学生は消費的理由からより高い教育を求|①学生は投資的理由からより高い教育を求

める | める

②学生は職業的見通しなしに(あるいはそ i②学生は職業的見通しについて十分知識を

れを十分知らずi乙)専攻分野を選択する l もち，またそれに留意している

③教育はすべて専門化し，専門分化は早し¥I①教育はすべて普通教育で，どの段階にお

段階にはじまる l いても専門化しない

④学校における諸資源の投入係数はすべて!④学校における諸資源の投入係数はすべて

li~1定的である i 可動的である

⑤各種の技術の需要曲線は不連続的に移行!①各種の技術の需要曲線は連続的に移行す

する ! る

@技術を身iζつけた人材開の代替の弾力性 I@技術を身につけた人材間の代替の弾力性

はゼロに近い l は無限大に近い

⑦各種の技術lζ対する需姿の弾力性はゼロ i⑦各種の技術に対する需要の弾力性は無限

に近い 大に近い

(9) 天野郁夫「教育計画論j 麻生誠編 f社会学講座10教育社会学』 東大出版会 1974 220頁

(10) 藤岡貞彦は，同様の視点から， I過去の実績傾向をそのまま将来に適用する手法Jを批判して

いる。

藤阿部掲(2) 1977 22頁

(11) 天野前掲(7) 1972 (a) 100頁

(12) 近藤博之「教育計酒と教育のシステム理解j 麻生誠ほか編『教育革新と教育計画』 第一法

規 1984 37頁

(13) 瀬木守ーは， r一教育システムがマンパワー・アプローチ的制御のもとにある場合には，個人の

選択の許容範留は極小化されるが，そうでなければ，倍人の選択範囲は拡大する。JI教育システ

ムの量的形態が，経済システムのもっている労働力必要量に対応する程度が少なければ、少ないほ

ど，個々人はそれだけ多く雇用市場の情報を敏感に察知し， リスクが最も少なくなるような形で

自己の選択行動を決定せさ、るを得なくなるjと述べている。

織木守一「経済変動と教育j 日比行ーほか編『現代教育社会学講座2社会変動と教育』 東

大出版会 1976 132頁

同将来の予見という点についていえば， 60年代のマンパワー理論においては，経済社会の発展と

教育の発展が，調和的かっ段階的lζ捉えられる傾向が強い。 F.ボーノレズの教育発展段階説やハ

ーピンソンとマイヤーズの低開発国・部分的開発国・中進~.先進国のモデノレが盛んに参照され

た乙とは，それを示している。たとえば，清水義弘「教育計画の思想、J(;清水ほか編『教育計画J
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第一法規 1968 )参照。

(15) 正村公宏『私の現代教育論』 日本放送出版協会 1979 66頁

(16) 天野前掲(7) 1972 (a) 112頁

(川 市川昭午「戦後教育政策の特質j 市川編『戦後日本の教育政策J 第一法規 1975 

(12j 清水義弘『教育計画 経済発展と教育政策(著作集4)j 第ァ法規 1978 353頁

(叫天野前掲(9) 1974 214頁

凶 天野郁夫!産業社会における教育計画」 湯沢長信彦ほか編『社会学セミナー 2家族・福祉・教

育』 有斐閣 1972 (b) 272頁

位1) 市)11 前掲(5) 1983 28 -30頁

ここで「社会需要jとされているのが，本稿でいう私的需要である。

凶清水前掲同 1978 358頁

伝説 天野郁夫「アメリカにおけるマンパワー論の動向J 学校経営 vol.8 nO.1 1963 

凶 この点，麻生誠が「徹底的な権力の『機能的合理化Jを通じて社会が高度な社会的制御能力を

獲得する jことと， r先見性をもった『積極的大衆Jの教育計画への参加」が「科学的で民主的
な計画となる条件jであるとしている点，示唆的である。

麻生誠「教育計画とは何かJ 麻生ほか編 前掲(12) 1984 24頁

倒 111田圭一「戦後の産業発展と工業教育J IDE 1981.2 

凶岩内亮一「教育の労働力形成機能と経済発展の関連についてJ 教育社会学研究 23 1968 

例渡辺行郎『教育経済学の展開』 繁明書房 1982 54頁

スクリーニング仮説を含めた，最近の教育経済学の動向については，次の論文を参照。

市)11昭午「教育問題の経済学J 市)11ほか著『教育の経済学J 第一法規 1982 

Mark Blaug，“Where Are We Now in the Economics of EducationぺEconomicsof 

Education Reviewゐ Vol.4 No. L 1985 

凶市)11 前掲(5) 1983 27頁

凶 岩内亮ーは， I特定の施策の実施過程とその結果を正確に評価しない点jが，日本のマンパワ

一政策のー特徴である，としている。

岩内亮一「人材開発Jr教育学大事典第 3巻』 第一法規 1978 
(30) たとえば，本山政雄らが「人的能力開発政策jの本質を次のように捉えているのは，その典型

といえる。すなわち， r第ーに，教育論の基礎として『教育投資論Jを採用し，教育をとらえる
基軸R:r能力主義』をおいていること。第二1<=，この政策の思想的な出所からみても，成立過程
からいっても対米従属の教育政策であり，日本独占のために忠実で安上りな労働力をつくる政策

であり，教育の軍国主義化・開家統制強化の政策であるという階級的性格を福祉国家論的な表現

で隠蔽し，この政策への幻想をふりまいていること，‘この三点がそれである。j

本山政雄ほか Ir人的能力開発政策』と教育j 名古屋大学教育学部紀要(教育学科) 13号
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1966 

その他，次の文献を参照。

宮坂広作「現代能力選J5IJ政策の矛盾」 現代教育科学 79 1964 

山崎昌帯「能力主義教育論の本質J 現代教育科学 79 1964 

海老原治善f教育政策の理論と歴史』新評論 1976 223 -226頁

知) 高浜介二『現代資本主義の発展と教育』 汐文社 1973 81頁

倒 海後勝雄「教育の課題としての人間の能力J 現代教育科学 79 1964 

そ乙で海後は， 1能力jは人間形成の目的であるという視点から， 1能力主義」を批判している。

側海老原治善 f能力主義政策論の登場と今後の動向J 現代教育科学 62 1963 

そこで海老原は， 1能力主義jを独占資本の危機への対応として位置づけている。

凶 海老原治善「日本資本主義の発展と人材開発政策の歴史的検討J 現代教育科学 791964 (a) 

側海老原前掲倒 1976 156-7頁

そ乙で海老原は，教育政策を， r総資本=ブ.ルジョアジーの利益の実現の現実的代行機関であ
る屋家権力が，普遍的人間的解放をめざし，全面的に発達した人間への自己教育と公教育への労

働者階級の要求に対決し，その労働者階級を中核とする国民諸階層自身の教化，およびそのつぎ

の世代を対象に，体制維持イデオロギーと労働能力の基礎陶冶，および軍事能力の形成を意図的

計画的にめざしてとる教育上の行政措置の体系であるJと規定している。

(36)久富前掲(4) 1985 240頁

例 1963年経済審議会答申『経済発展における人的能力開発の課題と対策Jl~C，端的に現れている。

閥横田三郎 f日本教育の近代化路線の本質J 現代教育科学 76 1964 

側久保義三「教育政策lζ現われた矛盾とその克服J 現代教育科学 79 1964 

側 海老原治善「日本帝国主義の復活と教育政策(上・中・下)J 現代教育科学 50-52 1962 

如) 海老原治善「教育における近代化論と現代化論J 現代教育科学 76 1964 (b) 

ω 海老原前掲側 1962，前掲 (34) 1964(a) 

側持田栄一「教育の f近代化』と『現代化Jl(1)~(3)J 現代教育科学 51-53 1962 

凶持田栄一『教育管理の基本問題』 東大出版会 1965 124-5頁

同持田前掲附 1962

同佐藤興文「近代化と人材関発政策j 現代教育科学 76 1964 

制後lζ持田もこのような視点から， 1960年代の教育政策を「近代公教育体制を前提としながらも，

その一部を『上から』の『改良J的措置として『社会化jする乙とによって，体制j総体を効率化

し安定化jするもので、あったと捉えている。

持田前掲(1) 1979 297-8頁

同佐藤輿文「人力開発論を批判するj 現代教育科学 59 1963 

附海老原前掲ω1962
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側持出前掲附 1962

初)持田前掲(1) 1979 297頁

倒 その意味で，持田栄ーが「教育計画の社会・経済理論jと「教育計画の教育行政理論Jの必要

性を指摘しているのは，示唆的である。

持田栄一「教青計画Jr教育学全集1教育学の理論J 小学館 1967 136頁
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